
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡家庭裁判所 

（Ｒ７．１０版） 

 



は   じ   め   に 

（必ずお読みください） 

 

このパンフレットでは、成年後見人を「後見人」、成年被後見人を「ご本人」と表記していま

す。「保佐人」や「補助人」についても、代理権が付与されている場合には、成年後見人と同様

な責任と義務を有していますので、「（成年）後見人」を、「保佐人」や「補助人」と読みかえて

ください。 

このパンフレットは、後見人になられた方を対象に、後見人の役割（責任や義務、職務の具

体的内容など）についてまとめたものです。後見人になられたら、このパンフレットを必ず最

後までお読みください。また、後見人としての職務が終了するまでは、このパンフレットを絶

対になくさないように、大切に保管してください。そして、後見人としての仕事について、何

か分からないことがあれば、まずはこのパンフレットをご覧ください。 

成年後見制度とは、「判断能力が不十分な人を法的に保護し、支えるための制度」であり、

後見人としての責任は極めて重大です。特に財産管理に関しては、厳格性が求められ、ご本人

以外のためにご本人の財産を支出するなどして、ご本人に損害を与えた場合には「損害賠償の

責任」を負うことになります。さらに、悪質な場合には、刑事裁判手続において「処罰」され

ることもあります。 

このパンフレットをご覧いただき、後見人の職務等について十分にご理解ください。そして、

後見人としての役割を適正に行っていただき、判断能力が不十分なご本人を援助してあげてく

ださい。 
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１ 

 

後見人とは、どのような仕事をするのですか？ 

Ｑ１ 後見人の職務  

 

 

Ａ  後見人の職務は、 

①ご本人の財産を適正に管理すること、 

②ご本人の身上保護に配慮すること、 

③後見人として行った職務の内容を家庭裁判所に報告すること、の３点です。 

 

成年後見制度とは、「判断能力が不十分な人を法的に保護し、支えるための制度」です。

したがって、後見人は、ご本人の考えを尊重し、その心身の状態や生活の状況などをよく考

えて、ご本人を援助していかなければなりません。 

後見人の具体的な職務内容は、次のとおりです。 

①   財産管理 

財産管理とは、ご本人が持っている財産を適正に管理・処分することであり、厳格性

が求められています。財産管理に関する職務内容は次のとおりです。 

●  ご本人の生活、療養、財産管理等に必要な費用を計算するなどして、財産管理計

画を立てる。 

●  ご本人の財産を適正に管理する（管理の内容は、預貯金通帳の保管、保険金や年

金等の受領、必要な経費の支出など広範囲に及びます。）。 

②  身上保護 

身上保護とは、ご本人の住居の確保、生活環境の整備、施設等への入退所契約、病院

への治療及び入院手続などの支援を行うことです。 

なお、ご本人を引き取って同居したり、直接的な身体介護を行ったりすることは、一

般的に後見人の職務とは異なります。 

③   職務内容の報告 

①及び②の内容について、後見人は裁判所へ以下の報告が必要です。 

・後見人に選任されたときに 初回報告 

・原則年に１度、ご本人の誕生日月に 定期報告 

・後見人の業務が終了したとき（ご本人が亡くなった場合等）に 終了報告 

 

 



２ 

 

後見人として最初に何をすればよいのですか？ 

     Ｑ２ 後見人の最初の仕事～初回報告～  

 

Ａ  後見人に選任されたら、速やかにご本人の資産や収入等を調査し、その結果を１

か月以内に家庭裁判所に提出しなければなりません。これを「初回報告」といいま

す。 

  なお、初回報告についてのご案内は、審判書謄本に同封しています。 

   

１  後見人がご本人の財産を適正に管理するためには、まず、ご本人の財産内容を正確に把握

しておくことが必要です。したがって、後見人に選任されたら、速やかにご本人の財産内容

を調査してください。 

後見人に選任されると、ご本人の財産を管理する権限が与えられますので、預貯金残高や

株式の取引残高、生命保険の契約内容等について、銀行、証券会社、保険会社などから情報

や資料を得ることができるようになります。上記資料を得るためには、後見人である証明書

等が必要になりますので、金融機関等に必要書類をご確認ください。（後見人である証明書

等については、Ｑ１４参照。） 
 

２  ご本人の財産調査に際し、ご本人の預貯金通帳などを他の親族らが保管していることが判

明した場合は、必ずその方から引継ぎを受けてください。後見人は、ご本人の全財産につい

ての管理責任がありますので、引継ぎを受けないで生じた損害についても責任を負うことが

あります。 
 

３  後見人には、ご本人の財産を適正に管理する責任がありますので、ご本人の資産や収入等

に応じて、財産を計画的かつ適正に支出していかなければなりません。 

そのためには、事前に財産管理計画を立てて、「定期的な支出」を明確にしておく必要が

あります。 
 

４  「定期的な支出」とは、ご本人にとって必要な支出のうち、食費、住居費、医療費、施設

費、税金、社会保険料などの恒常的な支出をいいます。したがって、例えば「風水害による

家屋修理費」といった一時的な支出はこれに該当しません。 

なお、「定期的な支出」以外の出費は、「臨時の支出」ということになりますので、その支

出に当たっては慎重な判断が必要です。家庭裁判所から、支出を判断した理由についての説

明を求められることがあります。 

 
 



３ 

 

財産管理とは、どのようなことをすればよいのですか？ 

Ｑ３ 財産管理  

 

Ａ  後見人の職務である「財産管理」とは、ご本人の財産を適正に管理することであ

り、具体的には、①印鑑や預貯金通帳の保管・管理、②不動産の維持・管理、③保

険金や年金などの受領、④必要な経費の支出、⑤動産及び不動産の処分、など広範

囲に及びます。 

また、ご本人が無断で行った法律行為（売買契約など）につき、その取消を求め

ることも、重要な財産管理行為です。 

 

１  後見人には、広範な代理権と取消権が与えられており、自ら自己の財産を管理する能力が

十分でないご本人に代わり、その財産を適正に管理しなければなりません。財産管理は、後

見人の権利であるとともに、義務ともいえるものです。 

なお、後見人の財産管理には注意義務が課せられており、後見人の不注意によってご本人

に損害を与えたときは損害賠償の責任が生じます。 

２  ご本人は、財産管理能力が十分ではないのですから、後見人によらずに自ら法律行為（売

買契約など）を行った場合には、ご本人にとって不利益な結果をもたらすことが考えられま

す。したがって、そのような場合、後見人は、ご本人の財産を散逸させないように法律行為

についての取消を求めなければなりません。 

３  後見人が、ご本人の居住用不動産について、売却・賃貸・取り壊し・抵当権設定などを行

う場合には、必ず家庭裁判所の許可が必要となっています（Ｑ１０を参照）。 

４  財産管理において重要なことは、まず「ご本人の生活や療養、財産管理等に必要な費用を

計算するなどして、財産管理計画を立てる」ことです。 

また、財産管理状況について詳細な説明を求められた場合、いつでも即座に対応ができる

ように、日頃から金銭出納帳を付けるなどしてご本人の財産管理状況をきちんと記録し、領

収書等をしっかりと保管しておくことも重要です。 

５ 一度に５０万円以上の臨時支出を予定している場合は、ご本人のための支出であることが

明らかであっても事前に家庭裁判所に相談してください。また、一度の臨時支出が５０万円

未満であっても、ご本人のための支出か判断に迷う場合は、事前に家庭裁判所に相談してく

ださい（伺い文書の記載例は２２ページ参照。）。 

６ ３０万円以上の現金を後見人等の自宅等で保管することは、財産の混同や紛失に繋がる恐

れがあるため、原則として認められていません。 

  



４ 

 

身上保護とは、どのようなことをすればよいのですか？ 

 

 

 

. Ｑ４ 身上保護  

 

 

 

Ａ  後見人の職務である「身上保護」とは、ご本人の生活、治療、療養、介護などに

関する法律行為を行うことをいいます。例えば、ご本人の住居の確保、生活環境の

整備、施設等への入退所の手続や契約、ご本人の治療や入院の手続などがこれに該

当します。 

 

１  身上保護とは「ご本人の心身の状態及び生活の状況に配慮し、療養看護に関する事務を行

うこと」ですが、必ずしもご本人を引き取って同居したり、病院等に頻繁に出向いて直接的

な身体介護をしなければならないわけではありません。 

後見人の職務は、ご本人の生活全般にわたる法律行為
．．．．

を行うことであり、介護労働等の事
．

実行為
．．．

を含むものではありません。したがって、ご本人の直接的な介護などについては、他

の親族や病院、施設等に委ねてもらってかまいません。ただし、後見人は、それらの親族や

機関によって「ご本人が適切な治療や介護を受けているかどうか」について適時確認をして

おく必要があります。 

 

２  後見人の職務である身上保護の具体的内容としては、①医療に関する事項、②住居の確保

に関する事項、③施設の入退所及び処遇の監視・異議申立て等に関する事項、④介護・生活

維持に関する事項、⑤教育・リハビリに関する事項、などが挙げられます。 

後見人は、これらの事項に関して、契約を結んだり、契約の内容が確実に実行されている

かどうかを確認したり、場合によっては契約相手に対して改善を求めたりしなければなりま

せん。また、契約内容に基づいて費用を支払うことも、後見人の職務になります。 

さらに、必要な場合には、介護保険における要介護度の認定に対する異議申立てを行うな

どの公法上の行為も後見人の職務です。 
 

３  身上保護に当たっては、ご本人の意思を尊重し、かつ、その心身の状態及び生活の状況に

配慮しながら、ご本人の利益に最大限かなうように職務を行わなければなりません。 

 



５ 

 

裁判所への定期報告は、どのように行うのですか？ 

 

 

     Ｑ５ 裁判所への定期報告～後見監督～  

  

 

 

Ａ  後見人に選任されて１か月以内に行う初回報告が終了したら、その後は原則とし

て年に１度、後見業務の状況を家庭裁判所に報告することになります。これを「定

期報告」といいます。 

定期報告の際には、ご本人の財産管理及び身上保護の状況について、後見人に報

告書や資料等を提出していただきます。また、場合によっては、説明のため、家庭

裁判所への来庁をお願いすることもあります。 

家庭裁判所は、後見人からの報告をもとに後見業務が適正に行われているかどう

かを調査、確認します。これを、「後見監督」といいます。 

 

１ 後見人には、原則としてご本人の誕生日月の前月末時点の「後見等事務報告書（定期報告）」、

「財産目録」、「収支予定表」、「収支状況報告書」及び「通帳の写し」をご本人の誕生日月の

月末までに提出していただくことになりますので、後見人は、ふだんからご本人の財産状況

や生活状況などを詳細に把握しておくことが必要です。 

  例えば、本人の誕生日月が９月の場合、前回報告（初回報告又は定期報告）の続きから当

年８月末時点までの状況を９月末までに報告します。 

 

２  「後見等事務報告書（定期報告）」については、定型書式があり、最高裁判所のホームペー

ジに、書式と記載例が掲載されていますので、ダウンロードしてご利用ください。（２３ペ

ージ参照。） 

 

３  管理財産が高額である場合には、後見制度支援信託又は後見制度支援預貯金の利用を検討

していただく場合があります（Ｑ２０参照。）。 

また、同様の場合に、弁護士、司法書士等の専門職後見人がご本人の財産管理を担当する

後見人として選任されたり、後見人の職務状況を監督する監督人（後見監督人）として選任

されたりすることもあります。後見監督人が選任された場合は、後見人は後見監督人に対し、

後見事務の内容を定期的に報告しなければなりません。 

 

４  後見人が故意に監督に応じなかったり、財産管理等が適正にされていないような場合には、 

家庭裁判所が後見人を解任することがあります。 

また、後見人が、ご本人の財産を勝手に自分のものにした場合には、業務上横領罪として

処罰されることもあります。 
 



６ 

 

預貯金の管理については、何を注意したらよいのでしょうか？ 

     Ｑ６ 預貯金の管理 ～金融機関への届出～ 

 

Ａ  ご本人の預貯金については、基本的に次のことに注意してください。 

①  ご本人名義の口座で管理すること。 

②  預貯金の口座は、管理しやすいようにできる限り整理すること。 

③  新たに株式や投資信託等を購入することは絶対に避け、安全確実な財産管理

を心がけること。 

 

１  預貯金は、ご本人名義の口座で必ず管理してください。「管理しやすいから」といって後見

人自身や第三者の名義で管理することは許されません。 

出し入れが頻繁なご本人名義の口座については、金融機関窓口でその都度ご自身が後見人

であることを説明しなければならないなどの不便が生じますので、後見制度利用の届け出

（金融機関によって名称が異なります。）を行うことをおすすめします。届け出を行うと、 

【例】「成年被後見人○
（

○
ご本

○
人名

○
）

 成年後見人△
（

△
後見

△
人名

△
）

」  

のように、ご本人口座の名義に後見人の情報が記載されます。届け出のためには後見人であ

ることの証明書（Ｑ１４参照。）が必要です。金融機関によって、必要書類が異なりますの

で、手続をする前に必ず金融機関にお問い合わせください。 

 

２  残高の少ない口座が多数あるような場合には、管理が煩雑になるほか、裁判所への報告の

手間も増えます。できる限り解約し、まとめるようにしてください。 

 

３  ご本人の財産管理は、安全確実であることが基本であり、万が一、損害が発生した場合は、

後見人が弁償することはもちろん、後見人を解任される可能性もあります。 

 



７ 

 

本人の収入は、どのように管理すればよいのですか？ 

     Ｑ７ 収入の管理  

 

Ａ  ご本人の収入としては、給与・年金・不動産収入・生活保護費などが考えられま

す。必ず、後見人など第三者の収入と区別して、ご本人名義の口座（又は「後見人

が管理しているご本人の預貯金」であることが明確に表示してある口座）で管理し

てください。 

 

１  年金や生活保護費などの公的なものについては、通常ご本人名義の口座に振り込まれます

が、給与や不動産収入について、現金払いであったり、一部振込みであったりする場合があ

ります。また、家賃等の不動産収入については、管理業者などの口座に一旦振り込まれ、管

理費や負債返済費などが差し引かれてご本人に支払われる場合があります。 

このように、ご本人の収入が他者の口座に振り込まれていたり、逆に、他者の収入等がご

本人の口座に振り込まれているような場合には、ご本人の財産を把握することが難しくなっ

てしまいます。 

したがって、ご本人の収入については、後見人など第三者の収入と混同することのないよ

う、ご本人名義の口座（または「後見人が管理しているご本人の預貯金」であることが明確

に表示してある口座）で管理してください。 

 

２  給与については、預貯金の積立てや生命保険料等が前もって差し引かれて支給されている

場合や、不動産収入についても、事前に管理会社等によって管理費用が控除されている場合

がありますので、それらの別が分かるように、それぞれの明細書は必ず保管しておいてくだ

さい。 

 

３  ご本人の定期的な収入については、容易に把握ができるように、なるべく一つの口座で管

理するようにしてください。 

 



８ 

 

本人のための支出の管理は、どのようにすればよいのですか？ 

     Ｑ８ 支出の管理  

 

Ａ  ご本人の財産から費用を支出する際には、それがご本人のための適正な出費であ

る必要があります。 

そして、その管理に当たっては、 

①ご本人のための支出と、後見人など第三者の支出とが混同しないように区別し、

②日頃から支出状況についてきちんと記録して、 

③個々の支出内容を裏付ける領収書等の証明資料をしっかりと保管しておいてく

ださい。（証明資料等は、５年間は保管しておいてください。） 

 

１  後見人に選任された方は、仮にご本人の親族であったとしても、後見人となった以上は「他

人の財産」といった意識でご本人の財産を管理する必要があります。 

ご本人の配偶者や子に対してであっても、ご本人の財産を贈与したり、貸し付けたりする

ことは原則として認められません。また、実の親が後見人であっても、子であるご本人の財

産を自由に使ってよいというものではありません。 
 

２  適正な支出とは、ご本人の①生活費・医療費・施設費、②税金や社会保険料、③家屋修繕

費など財産の維持管理費、④負債返済費、⑤身上保護のための職務遂行費用（面会に要する

最低限の交通費など）、⑥後見監督における資料収集費用（登記事項証明書の申請料など）、

や、⑦ご本人に扶養義務のある配偶者や就学中の子らの必要生活費（同人らに収入のある場

合は、必要生活費の不足分のみ）、などが考えられます。 

しかし、上記内容であれば無制限に支出して良いというものではなく、ご本人の生活水準

を保つことが必要です。その判断に当たっては、ご本人の財産額、収支やその見込み、ご本

人の希望に沿うものであることが前提となりますが、疑問や不安がある場合には、事前に家

庭裁判所にご相談ください。 
 

３  ご本人がローンや借金などの債務を負っている場合には、ご本人の財産から返済していく

ことになります。ただし、ご本人が身内から借用書等の債務内容や金額等を証明する資料を

作らずに融通された金員については、贈与なのか貸金なのか明確に区別ができません。した

がって、そのような場合には、弁済する前に家庭裁判所にご相談ください。 



９ 

 

(1) 後見人としての仕事に要した交通費は支出できますか？ 

(2) ご本人の身内や知人らへの香典や祝儀等は支出できますか？ 

(3) ご本人の送迎及び介護のために自動車を購入できますか？ 

(4) ご本人の介護をしてくれる人物に報酬を支払ってもいいですか？ 

(5) 後見開始の際に要した鑑定費用を申立人に返してもいいですか？ 

        Ｑ９ 財産管理についてのよくある質問 

 

Ａ (1)  後見人が職務遂行のために病院等に出向く際には、ご本人の財産から交通費を支出す

ることができます。ただし、原則として列車やバスなどの公共交通機関の料金に限られ

ると考えるのが相当でしょう。自動車で行く場合のガソリン代等は、距離に応じて後見

業務に必要な範囲で支出してください。 

なお、面会に訪れた親族らに対して、「車代」などの名目でご本人の財産から交通費

相当額を支出することは、面会の趣旨や頻度、ご本人の意思、面会者とご本人との従前

の関係性、交通費の額のほか、他の面会者との公平、ご本人の財産額、収支やその見込

み等を踏まえ、後見人において相当と考える範囲で行うことができます。 
 

   (2)  ご本人の身内や親しい友人の慶弔に関する支出については、常識的な金額の範囲内で

あれば、ご本人の財産から支出してかまいません。ただし、支出の必要性や相当性につ

いては、 ご本人の意思等、(1)と同様、後見人において判断してください。    

 

(3)  自動車の購入については、その必要性、ご本人の財産額、収支やその見込み、自動車

の価額や用途を踏まえた後見人の判断とはなります。ご本人の送迎及び介護に必要なの

であれば、不適切とはいえない場合が多いと思われますが、家庭裁判所からの指示があ

った際には報告ができるよう、自動車購入の経緯や金額等の詳細をお手元で管理してお

いてください。 

    なお、自動車の価額が５０万円以上の場合は、事前に家庭裁判所にご相談ください。 
 

   (4)  ご本人の身体介護が必要で、それを付添い看護師などに依頼する場合には、当然にご

本人の財産からその費用を支出することができます。また、身内が介護しているような

場合の報酬支払の必要性等については、身内がご本人に対して扶養義務を負う場合には

慎重に検討する必要があります。いずれにしても支払う金額を含めて、常識的なもので

ある必要があります。 
 



１０ 

 

   (5)  後見人に選任される前の後見開始の申立費用（収入印紙、登記用の収入印紙、切手、

鑑定費用など）については、原則として申立人の負担となっており、ご本人の財産から

支出することはできません。 
 



１１ 

 

本人の不動産を管理するに際し、何を注意すればよいのですか？ 

     Ｑ１０ 不動産の管理 ～居住用不動産処分許可の申立～ 

 

Ａ  ご本人の居住用不動産を処分（売却、賃貸、抵当権の設定など）する必要がある

場合には、必ず事前に家庭裁判所に「居住用不動産の処分許可」という申立てをし

て、その許可を得る必要があります。 

その他の不動産についても、処分の必要性等について十分に検討の上、事前に家

庭裁判所に相談し、指示に従ってください。 

 

１  ご本人の居住用不動産とは、「ご本人が現に居住している、又は、現在ご本人は居住して

いないが、過去にご本人の生活の本拠としていた実態があるなど、今後帰住する可能性のあ

る居宅やその敷地」のことをいいます。 

居住用不動産は、ご本人にとって「生活の本拠」であり、また、「心のよりどころ」でも

ありますので、それらの処分は、ご本人の心身や生活に非常に大きな影響を与えることにな

ります。したがって、居住用不動産の処分については、事前に家庭裁判所に許可を求めなけ

ればなりません。 

もし、後見人が家庭裁判所の許可を得ないでご本人の居住用不動産を処分した場合には、

その処分行為は無効となります。 

２  居住用以外の不動産の処分については、居住用不動産処分の許可申立は必要ではありませ

ん。ただし、不動産を売却すれば費消されやすい現金となり、抵当権を設定すれば不動産の

財産的価値が減少してしまいますので、むやみに処分することは好ましくありません。した

がって、処分に当たっては、その必要性等について十分に検討し、ご本人に損害を与えるこ

とのないように注意しなければなりません。また、万が一、損害が発生した場合は、後見人

が弁償を求められたり、後見人を解任されたりする可能性もあります。このような危険を避

けるため、居住用以外の不動産を処分するに当たっても、必ず事前に家庭裁判所に相談し、

指示に従ってください（伺い文書の記載例は２２ページの資料参照。）。 

３  不動産の売却代金は、必ずご本人名義の口座で管理してください。 

４  「不動産の処分」とは、売却、賃貸、抵当権設定のほか、賃貸借の解除、取り壊し、贈与、

使用貸借、譲渡担保権、仮登記担保権及び不動産質権の設定等が含まれます。 

  ※ ご本人が賃借している住居について賃貸借契約を解除することも、処分に当たるため

裁判所の許可が必要です。 

５  「居住用不動産の処分許可」の申立てに必要な書類等は最高裁判所のホームページ（２３

ページ参照。）に掲載されています。



１２ 

 

本人が相続人となっている遺産分割は、どのようにすればよいのですか？ 

   Ｑ１１ 遺産分割における留意点  

  

Ａ  ご本人が相続人となっている遺産分割の協議に当たっては、後見人がご本人を代

理することになります。その協議に当たっては、原則としてご本人が法定相続分（民

法第９００条参照）を取得できるようにする必要があります。 

 

１  遺産分割協議においては、ご本人の権利を守るため、原則として法定相続分を確保する必

要があります。勝手に放棄をしたり、不当に少ない取り分で協議に応じたりすることは基本

的に許されません。 

  また、後見人も相続人の一人である場合には、遺産分割協議において、ご本人と後見人と

の利益が相反してしまいます。そのような場合には、後見人はご本人を代理することができ

ませんので、家庭裁判所に「特別代理人選任」という申立てをして、遺産分割協議における

ご本人の代理人を決める必要があります。この申立てを審理する際に、予定されている遺産

分割協議の内容が、ご本人の法定相続分を確保しているかどうかの確認もします。 

このように、ご本人と後見人との利益が相反する法律行為を「利益相反行為」といいます

が、このような場合には遺産分割に限らず特別代理人（保佐の場合は臨時保佐人、補助の場

合は臨時補助人）の選任が必要です。（Ｑ１２参照。） 

 

２  相続人の間で意見がまとまらず、遺産分割協議が一向に進展しないような場合には、家庭

裁判所での調停や審判を利用する方法があります。 

 



１３ 

 

後見人自身が、本人の不動産などを購入することはできますか？ 

     Ｑ１２ 利益相反行為 ～特別代理人選任の申立～ 

 

Ａ  購入することは可能です。しかし、この場合、ご本人と後見人の利益が相反して

しまいますので、その売買契約について後見人はご本人の代理人となることができ

ません。 

そのような場合には、家庭裁判所に「特別代理人選任」という申立てをして、ご

本人の「特別代理人」を選任する必要があります。後見人は、その特別代理人との

間で売買契約の協議をすることになります。 

 

１  後見人は、ご本人の財産管理に関する包括的な代理権を有しています。しかしながら、後

見人とご本人との利益が相反する場合には、公正な代理権の行使を期待できない可能性もあ

ります。また、第三者に対しても不当な印象を与えてしまいます。 

したがって、そのような場合には、後見人はご本人を代理することができず、「家庭裁判

所が選任した特別代理人が、代理権を行使しなければならない」と定められています。 

ご本人と後見人の利益が相反する法律行為を「利益相反行為」といいますが、本質問のよ

うな売買契約以外にも、遺産分割のケース（Ｑ１１）や、後見人とご本人との間での賃貸借

契約などが、これに該当します。 

 

２  利益相反に当たる法律行為が必要な場合は、後見人（又は利害関係人）から家庭裁判所に

「特別代理人選任」という申立てをしてください。 

家庭裁判所は、利益が相反する行為の具体的内容などを考慮して、ご本人と利害が相反せ

ずに、ご本人のため公正に代理権を行使できる方を特別代理人として選任します。 

 

３  特別代理人は、「ご本人の不利益にならないように行動すること」が義務づけられており、

代理権の行使に当たっては重い責任があります。 

ただし、特別代理人は、遺産分割など特定の手続のためだけに選任されるものですから、

所定の手続が終われば、当然に任務は終了し、以後ご本人を代理することはありません。 

 

４  なお、家庭裁判所において「後見監督人」が既に選任されている場合には、後見監督人が

ご本人を代理することになりますので、特別代理人を選任する必要はありません。ただし、

後見監督人もご本人と利益相反の関係にある場合には、特別代理人の選任が必要です。 

 

５  「特別代理人の選任」の申立てに必要な書類等は最高裁判所のホームページ（２３ページ

参照。）に掲載されています。 



１４ 

 

本人が無資力の場合には、後見人が生活費等を負担するのですか？ 

Ｑ１３ ご本人の生活費の工面 
 
 
  

 

Ａ  ご本人に財産や収入がない場合、ご本人の生活費（入院費などの一切を含む）は、

ご本人の扶養義務者が単独又は共同で負担しなければなりません。 

したがって、後見人だからといって、それらの費用を負担する義務はありません。

しかし、後見人自身がご本人の扶養義務者でもある場合には、扶養義務者の一人と

して負担を求められることがあります。 

扶養義務者がいなかったり、扶養義務者に資力がないような場合は、生活保護な

ど公的扶助を受給することになります。 

 

１  ご本人の生活に要する費用は、基本的にはご本人の財産及び収入から支払われるのが相当

です。しかし、ご本人に財産がなく、さらに、収入も十分でないような場合には、ご本人の

扶養義務者（配偶者、親、祖父母、子、孫、兄弟姉妹）が負担することになります。 

扶養義務者が複数いる場合には、誰がどのように負担するかを話合いで決めることになり

ます。協議がまとまらない場合は、家庭裁判所の調停や審判を利用することもできます。 
 

２  単に「後見人だから」という理由で、後見人がご本人の生活費を負担する必要はありませ

んが、後見人がご本人の扶養義務者でもある場合には、扶養義務者の一人として負担を求め

られることがあります。 

しかし、「後見人だから」といって他の扶養義務者に優先して負担を強いられるものでは

ありません。他の扶養義務者と協議をして、それぞれの経済力など一切の事情を考慮の上、

負担することになります。 
 

３  ご本人に、扶養義務者に当たる身寄りがいない場合や、扶養義務者が援助困難な場合には、

生活保護などの公的扶助を検討する必要があります。 

 



１５ 

 

後見人であることの証明を求められたときは、どうすればよいのですか？ 

     Ｑ１４ 後見人の証明  

 

Ａ  ご本人を代理して売買契約等を行う場合など、相手方から「ご本人の後見人であ

ることの証明」を求められることがあります。 

後見人であることを証明する書類は２種類あります。 

以下のいずれか一方または両方が求められる場合がありますので、どの証明書が

必要か事前によく確認して交付申請してください。 

１ 登記事項証明書（法務局へ交付申請） 

２ 審判書謄本及び審判確定証明書（審判を受けた家庭裁判所へ交付申請） 

 

１  後見が開始されると、後見人及びご本人の住所や氏名などが登記されます。その登記され

た内容を証明するものが「登記事項証明書」であり、これが後見人であることの証明書にな

ります。 

登記事項証明書は、「登記事項証明申請書」に必要事項を記入のうえ、以下の法務局で交

付申請を行ってください（一定の手数料（金額は法務局でご確認ください。）が必要です）。 

   

【窓口交付】最寄りの法務局
．．．．．．．

（支局・出張所を除く）
．．．．．．．．．．．

で交付申請 

        福岡県内では、福岡法務局のみで申請可能です。 

〒810-8513 

福岡市中央区舞鶴3-５-２５ 

福岡法務局 

電話  092-721-９３３４ 

 

【郵便請求】東京法務局
．．．．．

に交付申請（返送用封筒（返信用の切手を貼付したもの）を添え

る）（請求先は次ページ参照）。 

※  詳細は、最寄りの法務局でお尋ねになるか、法務省のインターネット・

ホームページ（http://www.moj.go.jp/）をご覧ください。 

 

２ 審判書謄本及び審判確定証明書の交付申請については、審判された家庭裁判所へ事前に電話

でご連絡ください。 

  なお、審判書謄本については、既に裁判所から送付しているので追加で必要な場合のみの申

請となります。 

 



１６ 

 

後見人や本人の住所等が変わった場合には、何か手続が必要ですか？ 

Ｑ１５ 登記事項の変更  

 

Ａ  後見人やご本人の住所や姓などが変わった場合には、 

①審判された家庭裁判所にご連絡ください。 

②東京法務局に登記事項変更の登記申請書を提出してください。 

 

１  後見人は、自らの職務の状況について定期的に家庭裁判所に報告しなければなりません。

後見開始後、後見人やご本人について次の内容に変更が生じたときには、必ず家庭裁判所に

ご連絡の上、住民票を提出してください。 

①   ご本人：氏名、本籍及び住所に変更があった場合 

②   後見人：氏名及び住所に変更があった場合 
 

２  また、後見の登記事項である内容に変更がある場合には、後見人は東京法務局
．．．．．

に「登記事

項変更の登記申請書」を提出しなければなりません。提出先は下記のとおりです。 

【後見の登記事項の内容】  法定後見の種類（後見・保佐・補助の別） 

 ご本人の氏名、本籍及び住所 

 後見人の氏名及び住所 

 

〒102-8226 

東京都千代田区九段南1-1-15  九段第２合同庁舎 

東京法務局民事行政部後見登録課 

電話  03-5213-1234（代表）、03-5213-1360（ダイヤルイン） 

 

なお、書類の交付を取り扱っている法務局は次のとおりです。 

「登記事項証明書」→全国の法務局（支局及び出張所を除く） 

「登記されていないことの証明書」→全国の法務局（支局及び出張所を除く） 

「登記事項変更などの登記申請書」→東京法務局のみ 

詳しくは、最寄りの法務局でお尋ねになるか、法務省のインターネット・ホームページ、

又は東京法務局のホームページをご覧ください。 
 

   法務省のホームページ    http://www.moj.go.jp/ 

東京法務局のホームページ  http://houmukyoku.moj.go.jp/tokyo/ 

 



１７ 

 

後見人を辞任するにはどうすればよいのですか？ 

    Ｑ１６ 後見人の辞任  

 

Ａ  成年後見制度とは、「判断能力が不十分な人を法的に保護し、支えるための制度」

であり、その職務は責任重大です。したがって、後見人の都合だけで自由に辞任す

ることはできません。 

ただし、正当な事由がある場合には、家庭裁判所に「成年後見人の辞任許可」の

申立てをし、許可された場合には辞任をすることができます。 

 

１  後見人は、ご本人の権利や財産を守るために、家庭裁判所から適任者と認められて選任さ

れたわけですから、自らの都合で自由に辞任することはできません。ご本人の利益が安定し

て守られるように、後見人の辞任は「正当な事由」がある場合に限られます。 

辞任が認められる例としては、病気や高齢、遠隔地への転居などによって後見人の職務を

円滑に行うことができなくなった場合などが考えられます。 
 

２  後見人が辞任する場合には、他に後見人がいる場合を除いて、その後見人は、速やかに新

たな後見人の選任を家庭裁判所に申し立てなければなりません。 

通常は、「成年後見人の辞任許可」の申立てと同時に、「成年後見人選任」の申立てをして

いただくことになります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



１８ 

 

後見人は、どのような場合に、どのような責任を問われるのですか？ 

     Ｑ１７ 後見人の責任と解任  

 

Ａ  後見人に不正な行為、著しい不行跡、その他後見の任務に適しない事由がある場

合には、家庭裁判所が後見人を解任することがあります。 

また、これとは別に、後見人がご本人に損害を与えた場合には、民事上の責任と

してその損害を賠償しなければなりません。さらに、悪質な場合には、業務上横領
．．．．．

罪
．
などの刑事上の責任を問われることがあります。 

 

１  後見人に「不正な行為」、「著しい不行跡」、「その他後見の任務に適しない事由」があると

きには、後見監督人、ご本人、ご本人の親族、検察官の請求、又は家庭裁判所の職権によっ

て、後見人解任の審判をすることがあります。 

「不正な行為」とは、ご本人の財産を横領するなどの違法な行為をいいます。 

「著しい不行跡」とは、品行がはなはだしく悪いことをいいます。 

「その他後見の任務に適しない事由」とは、後見人の権限を乱用したり、不適当な方法で

財産を管理したり、任務を怠ったりした場合をいいます。 
 

２  後見人は、ご本人のために十分な注意を払って、誠実にその職務を遂行する責任を負って

います。したがって、悪意がなくても結果的にご本人に損害を与えた場合には、その損害を

賠償しなければなりません。 
 

３  また、後見人がご本人の財産を横領した場合など、特に悪質な場合には、単に損害を賠償

するだけでは許されず、業務上横領罪などの刑事責任を問われることもあります。 

 

民事上の責任 損害賠償 

刑事上の責任 業務上横領罪 

その他 後見人の解任 

 



１９ 

 

後見人としての仕事はいつまで続くのですか？ 

また、役目を終える時には何をすればよいのですか？ 

     Ｑ１８ 後見人の任務の終了～終了報告～  

 

Ａ  後見人の仕事は、原則として、ご本人が亡くなるか、病気などから回復し判断能

力を取り戻すまで続きます。ただし、「後見開始の審判が取り消された場合」や「後

見人が辞任した場合」、あるいは「後見人が解任された場合」には、当然に後見人の

任務は終了します。 

なお、後見人の任務が終了した場合には、後見人は２か月以内に、①ご本人の財

産についての収支を計算し、②相続人（もしくはご本人又は新しい後見人）に財産

を引き継ぎ、さらに、③その結果を家庭裁判所に報告しなければなりません。 

 

１  ご本人が亡くなった場合には、速やかに家庭裁判所に連絡してください。また、東京法務

局に「後見終了の登記申請書」をご提出いただく必要があります。詳しいことは東京法務局

若しくは最寄りの法務局にご確認ください。 

ご本人の判断能力が回復し、後見人が必要なくなった場合には、家庭裁判所に「後見開始

の審判の取消」の申立てをしてください。申立てが認められた場合、後見人は当然にその任

務を終了します。 
 

２  後見人の任務が終了した場合、後見人は、2か月以内に、それまで行っていた財産管理の

収支について計算をし、最終段階での「財産目録」を作成しなければなりません。 

ご本人死亡の場合は、その結果をご本人の相続人にも報告してください。また、後見監督

人が選任されている場合には、必ず後見監督人にも報告しなければなりません。 

 

３  ご本人の財産は、次の人に引き継いでください。 

  ご本人が死亡した場合は、相続人間で定められた代表者に引き継いでください。また、

他の相続人に対し、速やかに代表者に財産を引き継いだ旨を通知してください。 

  後見開始の審判が取り消された場合は、ご本人に引き継いでください。 

  後見人の辞任又は解任の場合には、新しい後見人に引き継いでください。 
 

４  管理の計算、財産の引継ぎ、相続人への通知が終了したら、家庭裁判所に後見事務が終了

したことを報告してください。 

なお、「後見等事務終了報告書」の書式については家庭裁判所にお尋ねいただくか福岡家

庭裁判所のホームページ（２３ページ参照）に掲載されています。 



２０ 

 

後見人は、後見事務についての報酬をもらうことができますか？ 

     Ｑ１９ 報酬の付与  

 

Ａ  もらえます。ただし、必ず事前に、家庭裁判所に対して報酬付与の申立てをし、

報酬として家庭裁判所が認めた額に限って、ご本人の財産から受け取ることができ

ます。後見人が勝手に本人の財産から受領することはできません。勝手に受領した

場合は、その返還のほか、業務上横領罪として処罰されることもあります。 

なお、報酬の金額は、後見人の仕事の内容などに応じて、その都度家庭裁判所が

決定します。 

 

１  後見人は、責任と義務を負い、また、職務遂行のためには相当な労力を求められますので、

報酬付与の申立てをすることができます。 

報酬付与の申立ては、弁護士や司法書士等の専門職後見人の場合だけでなく、ご本人の親

族が後見人の場合にもできます。 

 

２  報酬の付与を希望する場合は、家庭裁判所に「成年後見人に対する報酬の付与」の申立て

をする必要があります。家庭裁判所がそれを認め、相当と判断した金額について、ご本人の

財産から報酬を受けとることができます（報酬の付与を希望しない場合には、申立てをする

必要はありません。）。なお、「成年後見人に対する報酬の付与の申立て」の必要書類等につ

いては最高裁判所のホームページ（２３ページ参照。）に掲載されています。 

 

３  報酬付与の申立ては、その任務の途中であっても、任務終了後であってもできます。ただ

し、報酬はご本人の財産の中から支払われるので、申立てをした時点でご本人に財産がなけ

れば支払うことはできません。 

また、任務終了後に請求する場合には、ご本人の財産を相続人らに引き継ぐ前に請求する

必要があります。引継ぎ後は、支払を受けることが困難になる場合もあります。 

なお、後見人の報酬は、適正な後見事務の労に報いるための制度ですので、原則、将来の

報酬を前もって求めることはできません。また、後見事務に不正等が認められる場合には、

報酬は認められません。 

 

４  報酬の額は、管理している財産の額や後見事務の難易度などを総合的に検討し、それぞれ

事案ごとに家庭裁判所が決定します。家庭裁判所が決めた報酬額に不満があったり、報酬が

認められなかったりしても、不服の申立てはできません。 



２１ 

 

後見制度支援信託及び後見制度支援預貯金とはどのようなものですか？ 

Ｑ２０ 後見制度支援信託・支援預貯金  

 

Ａ  ご本人の財産が高額な場合、日常的な支払をするのに必要十分な金銭を預貯金等

として後見人が管理し、それ以外の通常使用しない金銭を信託財産又は特別な預貯

金として金融機関が管理するという制度です。 

  この仕組みを利用することによって、成年後見人は日常的に必要な金銭を管理す

ることになり、財産管理の負担が軽減されるというメリットがあります。 

  後見制度支援信託等を利用すると、信託財産又は支援預貯金を払い戻したり、契

約を解約したりするには、あらかじめ家庭裁判所の発行する指示書を得ることが必

要になります。 

 

後見制度支援信託等の仕組みや手続きの流れについて 

１ 後見制度支援信託及び後見制度支援預貯金（以下、「後見制度支援信託等」といいます。）

の利用の適否について、成年後見人が、ご本人の生活状況を踏まえて検討し、検討結果を家

庭裁判所に報告します。 

 

２ 家庭裁判所は、後見制度支援信託等の利用に適していると判断した場合は、信託契約や預

貯金契約を締結するための指示書を成年後見人に交付します。 

 

３ 成年後見人は、金融機関に指示書を提出し、契約を締結します。 

 

※ 後見制度支援信託等は、保佐、補助及び任意後見では利用できません。 

※ 後見制度支援信託等を利用する際に、専門職（弁護士、司法書士など）が後見人又は後見監督人と

して関与した場合には家庭裁判所が定める報酬が必要となる場合があります（別途、金融機関の管理

報酬が生じる場合もあります。）。 

  なお、信託契約の締結後、専門職が関与する必要性がなくなれば、専門職は辞任します。 

 

 

 

 

 

 



２２ 

 

＜資料＞ 伺い文書の記載例 
 

基本事件  令和●年 第●●●●号 

 

本人氏名：福岡 太郎 

 

福岡家庭裁判所 御中 

 

令和●年１０月１０日 

 

後見人等氏名：   福岡 次郎    印 

住所：  福岡市中央区●●   

電話番号：（日中連絡が取れるもの） 

 

伺い 

 

 本人所有の福岡市中央区●●の建物について、壁の塗装工事をしたいと思いますの

で、●●万円（見積書の金額）を本人財産から支出したいと思いますがいかがでしょ

うか。 

 

 

【参考となる事情】 

 本件建物は現在空き家ですが、築●年と老朽化しており、壁がはがれ落ちて通行人

等に損害を与える可能性があります。 

 本人の財産は現在約●●万円であり、工事代金●●円を支出する余裕があります。 

 

 

【添付資料】 

  ・最新の通帳写し 

・塗装工事代金見積書 

・現在の壁の写真（１２枚） 

 

基本事件（後見開始時の事件）

の番号とご本人の氏名、後見人

の住所、氏名、連絡先を必ずお

書きください。 

※形式は特に決まっていませんの

で、内容は自由にお書きください。 

添付資料や書き方でわからないこと

があれば家庭裁判所までお気軽にお

問い合わせください。 



２３ 

 

 

福岡家庭裁判所及び各支部、出張所一覧 
 

本 庁（後見センター） 
  〒810-8652 福岡市中央区六本松４丁目２番４号 

(電話) 092-981-9606 
    092-981-9609 
    092-981-9610 

甘木出張所 
  〒838-0061 朝倉市菩提寺571番地 

 
(電話) 0946-22-2113 

小倉支部 
  〒803-8532 北九州市小倉北区金田１丁目４番１号 

 
(電話) 093-561-3431 

行橋支部 
  〒824-0001 行橋市行事１丁目８番23号 

 
(電話) 0930-22-0035 

飯塚支部 
  〒820-8506 飯塚市新立岩10番29号 

 
(電話) 0948-22-1383 
 

直方支部 
  〒822-0014 直方市丸山町１番４号 

 
(電話) 0949-22-0522 

田川支部 
  〒826-8567 田川市千代町１番５号 

 
(電話) 0947-42-0163 

久留米支部 
  〒830-8512 久留米市篠山町21番地 

 
(電話) 0942-38-6141 

八女支部 
  〒834-0031 八女市本町537番地の４ 

 
(電話) 0943-23-4036 

柳川支部 
  〒832-0045 柳川市本町４番 

 
(電話) 0944-72-3832 

大牟田支部 
  〒836-0052 大牟田市白金町101番地 

 
(電話) 0944-53-3504 

 

最高裁判所ホームページ 後見ポータルサイト 

初回報告書、定期報告書、 

報酬付与申立書等、 

各種申立書式はこちら☞ 

https://www.courts.go.jp/saiban/koukenp00/index.html 

 

福岡家庭裁判所ホームページ 

終了報告書はこちら☞ 

 

https://www.courts.go.jp/fukuoka/saiban/seinenkouken/index.html 

後見ポータルサイト 

福岡家庭裁判所 裁判手続利用 


